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研究成果の概要（和文）： 本研究は冷戦終結期の米欧関係の展開について、新規公開史料をもとに外交史の手
法で分析を加えた。主な分析課題は次の三点である。第一、ドイツ統一に関する国際交渉の史料実証分析。第
二、冷戦終結期から1990年代にかけて米欧対立が発生した要因の検討。第三、現在進行中のヨーロッパ情勢の不
安定化に冷戦終結期以来の米欧対立が及ぼした影響についての検討である。
　結果として、アメリカ政府中枢に対ソ連・対ヨーロッパ戦略に関する深刻な路線対立がベルリンの壁崩壊以前
から存在しており、その後も継続したこと、それが欧州秩序の再編に影響を及ぼしていたことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research studies on the developments of Transatlantic relations at the 
end of the Cold War. It employs methodologies of Diplomatic History and analyzed Transatlantic 
relations mainly based on newly disclosed archival materials. The research consists of three 
research agendas: firstly, historical analysis of international negotiation on the German 
reunification; secondly, evaluations on the causes of intra-Western disputes at the end of the Cold 
War and the 1990s; thirdly, the implications of the tensions among transatlantic alliance since the 
end of the Cold War to the ongoing instability in Europe. 
　　The research has revealed the fact that there had been a continuous tension among the US 
Secretary of State and the National Security Adviser regarding US strategy towards USSR and Europe 
since the inauguration of the George H.W. Bush Administration; and the tension affected the courses 
of the transformation of the European order.

研究分野： 国際関係論

キーワード： 国際関係論　外交史・国際関係史　対外政策論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
冷戦終焉期からこれまで、多角主義的な利

害調整を重視した「西側秩序論」、アメリカ
「単独主義論」やアメリカ「帝国論」、そし
て「G2（米中二国覇権）」論など、眼前の国
際情勢の特徴を説明するための様々な秩序
論や新概念を多くの国際関係論者が提供し
てきた。 
その一方で、冷戦終焉期から今日までの大

西洋同盟の変容とそれが欧州秩序（あるいは
世界秩序）に及ぼしてきた影響を史料的に実
証する作業は立ち遅れてきた。 
欧州全体の安全保障が悪化しているとい

う今日的な状況に鑑みれば、この状況を脱出
する糸口を模索するためにも、現状を形成し
てきた歴史的な過程を把握することは喫緊
の課題である。 
この史的過程の把握を通じて再検証すべ

きことは、ドイツ統一から NATO 拡大という
1990 年代に進展した一連の出来事が、どの
程度欧州情勢を安定させ、あるいはどの程度
不安定にさせたのかということである。 
近年、この史的過程に取り組む研究成果が

ようやく生み出され始めている。とりわけ、
ドイツ統一をめぐる国際交渉に関する本格
的な史料実証研究が活況を呈している。 
このうち最も注目されているのが、米英独

露の史料を網羅してドイツ統一交渉過程を
実証分析しているサロッテ  (Marry Elise 
Sarotte) の諸業績である。 
サロッテによれば、アメリカは統一ドイツ

の NATO 残留を達成したしただけでなく、そ
の後の NATO 東方拡大(チェコ、ハンガリー、
ポーランドなど)への法的可能性を意図的に
担保するなど、ドイツ統一交渉を通じて欧州
国際秩序を主導的に再編するための足がか
りを構築したと指摘している。その目的は対
ソ連（ロシア）抑止の継続にあったという。 
これに対して、シュポーア  (Kristina 

Sphor) はサロッテ説を批判し、ドイツ統一
交渉の段階ではその後の NATO を基軸とし
た秩序再編の設計図は描かれていなかった
と指摘し、NATO 拡大は 93 年 9 月のロシア
議会砲撃事件や「ジリノフスキー」現象等を
背景に中東欧諸国の安全保障上の不安をド
イツが汲み取り、それをアメリカに働きかけ
た結果であると解釈する。 
ただし、ボゾ（Frédéric Bozo）はドイツ統

一交渉からソ連崩壊にかけての局面におい
て、ソ連（ロシア）要因ではなく、米欧対立
を要因としてアメリカの欧州戦略が規定さ
れた可能性を指摘している。 
しかし、これらの史料実証的な研究蓄積が

形成されつつあるにもかかわらず、同時代的
な考証の妥当性を再検討する作業はまだ進
んでいない。この作業を促すためには、特に
二つの傾向を改める必要がある。 
第一に、クリントン政権やブッシュ（子）

政権期の政策変動に議論の焦点を当てがち
であり、ブッシュ（父）政権期（1989 年 1

月から 93 年 1 月）の政策論争を看過しがち
である。 
しかし、この時期にはドイツ統一からソ連

崩壊といった大事件が連続しており、この時
期の分析を抜きにして、冷戦終結期とその後
の欧州情勢の変動は語れない。 
第二に、米議会の議席配分の変化、世論動

向、「ネオ・コン」など特定のイデオロギー
の政権への浸透、ロシアにおけるナショナリ
ズムの台頭など、本来ならば外交史の傍論的
要素で冷戦終結期の秩序変動を説明し、それ
らに欧州軍備管理枠組みの形骸化の要因を
求める傾向がある。 
そこで本研究は、まず、ブッシュ（父）政

権期の政策変動に注視する。そして、外交史
研究の基本に立ち返り、国家間関係の分析と
一国内の政策立案過程の分析の双方とを堅
実に積み重ねる。こうして、同時代的な考証
の妥当性を再検討する作業に着手する。 
 
２．研究の目的 
本研究は、現在公開されつつある一次史料

を用いて冷戦終焉期の秩序再編過程を分析
し、米欧間の秩序構想対立が現在のヨーロッ
パ秩序の不安定さと連関していることを解
き明かそうとする。 
とりわけ、ブッシュ（父）政権期の対欧州

政策に関する政策論争の実証を手がかりと
して、冷戦終結期とその後の欧州国際秩序再
編過程の主動因が米欧対立にあったことを
突き止めようと試みるものである。 
また、冷戦終結期からその後にかけての米

欧対立を惹起した主要因は、ロシア情勢、米
国内政治、テロ、新興国の勃興等といった外
挿的・偶発的な要因ではない。この対立は、
米欧間の秩序構想の相違から内在的に発生
したものであり、ドイツ統一前後から 90 年
代後半まで継続する一つの連続した過程で
あった。 
これらを具体的に実証してゆくために、本

研究は、次の三点について検討することを目
的とした。 
第一に、冷戦終焉期における米政府内部で

のソ連（ロシア）脅威認識の強度と、米欧対
立の深刻度に関する認識とを明らかにし、そ
れぞれが欧州政策にどこまで反映されてい
たのかを明らかにする。 
 第二にドイツ拡大、旧ユーゴスラヴィア問
題、NATO 拡大、国際秩序構想などをめぐる
米欧対立などが、各国の政策立案者によって
ばらばらの問題として扱われていたのでは
なく、相互に密接に連関した問題として取り
扱われていたことを史料実証する。 
 第三に、上記の二論点を踏まえつつ、1990
年代前半に始まる米欧対立の深刻化が、結果
的に冷戦期より構築されてきた核兵器を含
む軍備管理枠組みを形骸化してきた経緯を
解明する。 
 なお、進捗目標としては、一年目に基本的
な資史料の公開情報を整理し、史資料の収



集に着手する。二年目は史資料収集を継続
しつつ、収集した史資料の読解を進める。
三年目は史資料読解を続けつつ、研究成果
を活字化する作業に取り組むものとした。 
 
３．研究の方法 
 まず、本研究の基幹的な研究手法は、既に
本報告書の【1．研究開始当初の背景】およ
び【2．研究の目的】でも触れたように、外
交史の分析方法を用いたものである。 
つまり、先行業績を整理・検討した上で一

定の作業仮説を形成し、次いで一次史料の収
集・読解を行い、そして、史料の読解をもと
に先行業績の妥当性を問うという過程をた
どるものである。また、一次史料の不足を補
う必要のある時には、政策立案者への聴き取
りを組み合わせる。 
具体的な議論を詰める際には、次のように

作業を進めた。まず、欧州秩序再編に影響を
与えた諸要因についての学説を整理し、とり
わけ、ドイツ統一交渉、旧ユーゴ紛争などに
関する議論状況を可能な限り精密に把握し
た。 
その上で、冷戦後の秩序変容と米欧関係の

展開との連関を明らかにするため、外交史の
手法と政策決定過程分析の手法を組み合わ
せて双方の変遷を包括的かつ時系列的に分
析した。 
この作業により欧州秩序再編に影響を及

ぼした諸要因の変遷について、時期区分を伴
って把握することを目指し、その中での米欧
対立の持っていた比重を可視化することを
試みた。 
本研究が調査した一次史料の主な収蔵先

は、ジョージ・H・W・ブッシュ大統領図書館
（テキサス州カレッジ・ステーション）、ウ
ィリアム・J・クリントン大統領図書館（ア
ーカンソー州リトル・ロック）、アメリカ議
会図書館、アメリカ国立公文書館、ナショナ
ル・セキュリティ・アーカイブ（ジョージ・
ワシントン大学図書館）、スタンフォード大
学フーヴァ―研究所、イギリス国立公文書館、
国連資料室（ニューヨーク市）などである。 
なお、史料収集を進める中で、文献史料が

一定量確保できたため、政策立案者への聴き
取りを本格的に組織する必要はないと判断
した。 
  
４．研究成果 
 本報告書【2．研究の目的】に挙げた三点
の研究目標について、それぞれに次のように
取り組んだ。 
 第一点目、米政府内での対ソ（ロシア）脅
威認識の判断についての検討について。 
 この課題については、ドイツ再統一交渉と
ヨーロッパ安全保障枠組み再編成について
分析することで取り組んだ。この分析のため
に主に利用したのは、ブッシュ大統領図書館
とゼリコー・ライス文書（スタンフォード大
学フーヴァ―研究所）である。 

 まず、史資料収集上の成果としては、従来
未公開だったドイツ統一交渉に関連する史
料を入手し、かつ、ドイツ統一交渉が開始さ
れる前のアメリカの政策立案過程の経緯を
示す史料類を入手した。 
これら史料を入手したことによって、1980

年代末から 90 年代初頭のアメリカ外交の展
開について、一定の包括性と継続性を持って
議論することが可能になった。 
 すなわち、1989 年 1 月のブッシュ政権発
足から 1990 年前半のドイツ統一交渉に至る
まで、ブッシュ政権の中枢に深刻な路線対立
が持続していたことを突き止めた。 
この路線対立は、スコウクロフト国家安全

保障担当大統領補佐官とベーカー国務長官
との間に発生していた。スコウクロフトは、
対ソ核抑止力の整備を重視して米ソ首脳会
議の開催に消極的であった。ベーカーは、ド
イツ・東欧問題への関与を重視して米ソ首脳
会議の早期開催に積極的であった。 
なお、この点に関する主な研究業績は、本

報告書【５．主な発表論文等】の〔雑誌論文〕
➁、③、および〔学会発表〕➁、③である。 

 
第二点目、米欧対立が発生した要因の検討

について。 
 この課題については、主に 1990 年代前半
の国際情勢の推移と米欧関係の展開との連
関を分析することで取り組んだ。特に旧ユー
ゴスラヴィアのボスニア・ヘルツェゴビナ紛
争に関する議論を追跡した。 
 この分析のために主に利用したのは、ブッ
シュ大統領図書館、クリントン大統領図書館
のほか、国連資料室、スタンフォード大学フ
ーヴァ―研究所、ナショナル・セキュリティ・
アーカイブ、そしてイギリス国立公文書館で
あった。 
 まず、史資料収集上の成果として、クリン
トン大統領図書館では、1990 年代前半から
後半にかけての旧ユーゴスラヴィア紛争へ
の対応の推移を裏付ける史料を入手した。 
国連資料室では、国連事務局長や国連平和

維持局の関連文書を閲覧して 1990 年代にお
ける国連機構と平和維持活動の改革に関す
る議論を整理した。また、旧ユーゴスラビア
国際会議（ICFY）文書、旧ユーゴスラヴィ
ア国連保護軍（UNPROFOR)関連文書を閲覧
して、ボスニア紛争に関する米欧関係と国連
内部の政策形成過程の分析に役立てた。 
スタンフォード大フーヴァー研究所では、

先に触れたゼリコー・ライス文書の他に、ウ
ォーレン・クリストファー元米国務長官文書
とブトロス・ブトロス・ガリ元国連事務総長
文書が新たに収蔵されていることを確認し、
また、それぞれの史料開示状況を調査した。 
このうち、クリストファー文書については、

クリントン大統領とクリストファー国務長
官らの動静日誌などを入手することができ
た。これはクリントン政権期の外交政策形成
過程の分析に役立つものである。後者のガリ



元国連事務総長文書は部分的な公開に留ま
っており、本格的な利用のためには今後の史
料開示を待つ必要がある。 
ナショナル・セキュリティ・アーカイブで

は、。また、新規に閲覧が可能になった
American Committee to Save Bosnia 文書
を収集した。この文書は、ボスニア紛争に関
する米国内のロビイング活動の一端を具体
的に示すものであり、一定の史料的価値があ
ると認められる。 
そして、イギリス国立公文書館では、サッ

チャー政権末期の（1980 年代末から 90 年代
にかけて）内閣府文書のうち、米欧関係に関
する首相秘書官の文書を閲覧した。これらの
大半は 2015 年以降に開示されたものであり、
最新の史料開示状況を確認し、収集すること
が出来た。 
本研究がこれらの史資料を通じて把握で

きたことは、まず、ボスニア紛争に関する米
欧対立が実在していたことである。この点に
ついては、本研究代表者がかねてより議論し
てきたことを裏付けるものであった。 
ただし、旧ユーゴ問題と NATO 拡大に関す

る米政府内部、国連、イギリス政府の政策論
争をより緻密に分析した結果、この二つの問
題に密接な相互連関があることが浮かび上
がってきた。 
つまり、アメリカは NATO 拡大の主要動機

として欧州諸国の相対的な自立傾向を封じ
ることを念頭に置いていることが明らかに
なりつつある。このことは、NATO の動機を
ロシア要因に求める既存研究の見直しを迫
るであろう。 
ただし、この研究目的については検討すべ

き史資料点数が膨大であり、今後さらに史資
料の読解と議論の整理を行う必要がある。 
なお、この点に関する主な研究業績は、本

報告書【５．主な発表論文等】の〔図書〕➁、
および〔学会発表〕①、④である。 

 
第三点目、米欧対立の深刻化と軍備管理枠

組みが形骸化された経緯との連関の検討に
ついて。 
この点は、既に金子譲『NATO 北大西洋条

約機構の研究』（彩流社、2008 年）による指
摘を、拙稿「冷戦後の在欧米軍基地」『国際
安全保障』42 巻 3 号（2014 年）で冷戦終焉
から今日までの経緯をしつつ検証している。 
しかしその結果、一つの未解決点が生じて

おり、この実証的解明が残置されていた。 
未解決点とは、一方で、米ソ（ロ）戦略兵

器削減交渉（START）や欧州通常兵力削減
(CFE)条約によって欧州軍備管理枠組みが一
時安定したという事実と、他方で、冷戦後に
在欧米軍が整理再編を経つつも基盤的兵力
を維持しつつ攻撃・機動力を強化したという
事実との緊張関係である。 
そこで本研究では、「米欧関係を制御する

政策としての米軍力維持」という解釈を挿入
することで、この二つの事実は緊張している

のではなく、論理的に相互連関しているとう
指摘を試みた。 
この論点の調査については、ブッシュ、ク

リントンの両大統領図書館のほか、2015 年
度後半と 2016 年度前半に在外研究でワシン
トン D.C.に滞在していたため、米議会図書館
と米国立公文書館などにもしばしば訪れた。
また、イギリス国立公文書館の収蔵資料も参
考にした。 
一連の調査の作業の中で、NATO 拡大とボ

スニア紛争に関する資史料を収集し、対旧ソ
連地域・対中東政策に関する史料開示状況を
調査した。とりわけイギリス国立公文書館の
新規公開文書の中には、本研究の解釈を裏付
けられる情報が散見された。これらの史料は
今後数年間で公開量が増すもの考えられる
ため、近年中により組織的な調査を行いたい。 
なお、この点に関する主な研究業績は、本

報告書【５．主な発表論文等】の〔図書〕①、
および、〔学会発表〕①、③である。 
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